
 耐震化促進のための支援制度 
 

 

 

 

 

区分 対象等 概 要 

無料耐震 

診断 

対象となる 

建築物 

・昭和56年5月31日以前に着工された在来軸組溝法の2階建以下

の木造住宅で、現在居住されている以下のいずれかの住宅が対

象となります。 

①戸建て住宅    ②併用住宅    ③長屋または共同住宅 

耐震改修 

費助成 
（平成30年度より） 

対象となる 

改修工事 

・町が実施する民間木造住宅耐震診断を受けた住宅で、診断結果

が「一応安全です」または「一応倒壊しない」に満たなかった住

宅を、それ以上となるように補強するための耐震工事です。 

補助限度額 

・町では、木造住宅の耐震改修工事を行う場合、耐震性を高める

ための工事に対し、東栄町民間木造住宅耐震改修費補助金要綱

により、1戸当たり100万円を上限として費用の補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛知県耐震改修ポータルサイト URL： http://www.aichi-nbai.com/index.html 

発行・お問い合わせ先  東栄町 建設課 

〒449-0292 愛知県北設楽郡東栄町大字本郷字上前畑25番地 

Ｔ Ｅ Ｌ  0536-76-1813 

Ｆ Ａ Ｘ  0536-76-1428 

Ｅ-mail  kensetsu@town.toei.lg.jp     

東 栄 町  

耐 震 改 修 促 進 計 画 

■ 計画の基本的事項 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．住宅 ２．耐震診断義務付け建築物 ３．特定既存耐震不適格建築物 

 

 

区 域 

概要版 

令和 5年３月 

期 間 

対象建築物 

〈通行障害既存耐震不適格建築物の要件〉 

建築物の場合 

● 前面道路幅員が 12m を超える場

合は高さを幅員の 1/2とします 

● 前面道路幅員が 12m 以下の場合

は高さを 6mとします 

組積造の塀の場合 

● 道路の中心から距離の 1/2.5
の高さで長さ 25mを超える

ものとします 

 

〈地震発生時に通行を確保すべき道路〉 

愛知県耐震改修ポータルサイトのご案内 

②既存住宅の耐震改修をした場合の固定資産税の減額措置 

①既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除 

耐震診断・耐震改修に係る補助・助成制度 

住宅に係る耐震改修促進税制 

１．住宅 

２．耐震診断義務付け建築物 

 

要緊急安全確認大規模建築物 
 

要安全確認計画記載建築物 
 

 

防災上重要な建築物 

通行障害既存耐震不適格建築物 
 

３．特定既存耐震不適格建築物 

 

 

２.耐震診断義務付け建築物とは 

３.特定既存耐震不適格建築物とは 

 
〈対象建築物の要件〉 

１ ４ 



 

 

■ 住宅・建築物の耐震化の現状と目標 
１．住宅の耐震化率※４  

対象建築物 
当初 

（H19年度） 

現状 

（R4年度） 

目標 

（R１２年度） 

住宅 （推計値）  

 

耐震化率 23.9％ 

（480戸/2,010戸）※５ 

耐震化率 26.5％ 

（510戸/1,927戸）※５ 
耐震化率 90％ 

２．耐震診断義務付け建築物の現状※６  

 

 

 

３．特定既存耐震不適格建築物の現状※７ 

 

 

 

 

 

 

■ 耐震化・減災化に向けた役割分担 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 耐震化・減災化促進の基本的な方策 

 

  

 

４. 関連する安全対策 

〈安全対策を町広報紙やホームページ等で周知〉 

● 

●  

●  

〈急傾斜地崩壊防止施設等を整備〉 

● 

３. 重点的に耐震化を進める区域 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

● 

●  

市場 

● 

1. 促進体制 2. 普及・啓発 

●  

●  

●  

 

●  

● 

二タ田 

 

●

●

●

●

 

東万場 

連携 

南万場 
西万場 

上岡本 

国 

愛知県 

東栄町 

所有者等 

連携 

連携 

連携 

連携 

耐震改修事業者 

連携 

連携 

地元組織 

３ ２ 

▶ 要緊急安全確認大規模建築物 対象建築物 1棟 
（耐震性あり） 

2015（平成27）年12月31日 
までに所管行政庁に報告済 

2024（令和6）年12月末日 
までに所管行政庁に報告を行う 

▶ 要安全確認計画記載建築物 

 防災上重要な建築物 
対象建築物 12棟 

 

▶ 多数の者が利用する建築物 
2棟/2棟 

（耐震性あり/対象建築物総数） 
耐震性の維持 

愛知県と連携し、耐震化を推進 
1棟/30棟 

（耐震性あり/対象建築物総数） 
▶ 通行障害既存耐震不適格建築物 

現状（R4年度） 耐震診断結果の報告期限 【耐震診断義務付け建築物】 

現状（R4年度） 【特定既存耐震不適格建築物】 目標（R12年度） 

連携 


